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８． 閉会の言葉



　

明

　

敏

　

次

　　　

輔

　

男

　

雄

　

央

　

理

拓

　　　　　　　

実

道

　

隆

　

勇

　　　

俊

　

邦

　

国

　

明

　

恵

喜久男

別紙のとおり議案を提出します。

　

日

　　　　　

野

　

貫

　

林

　

合

　

務

　

島

　

口

　

崎

住

　

淫

　

田

　　　

９

　

月

　　　　　

中

　

諸

　

小

　

巣

　

各

松

　

山

　

浦

　

黒

　

立

　

島

　　　

６

。

　　　

年

　　　

７

　　　　

長

　

長

　

長

　

長

　

長

　

事

　

事

　

事

事

　

事

　

事

令和

　　　

理

会

　

会

　

会

　

会

　　　

務

会

　

副

　

副

　

副

　

副

　

専

　

理

　

理

理

　

理

　

理



第１号議案

令和６年度

　

事業報告

今年度も公益社団法人として、不動産鑑定評価制度の普及及び啓発に努めるとともに、
地域社会への貢献を念頭においた事業に積極的に取り組んでまいりました。
埼玉県内における地価公示、地価調査並びに固定資産税標準宅地の鑑定評価業務等につ

いては国及び県並びに市町村との連携、 協力のもと業務の精級化に努めております。

　

あわせて、 埼玉県内各地域の土地取引情報はもとより、 経済社会の動向に応じた地域の

土地利用状況の変遷を把握し、 基本情報として整理を続けてまいりました。

会員各位は、これに裏付けられた知見・情報を基に不動産鑑定評価業務を行ない、地域

社会における一連の価格秩序のなかで対象不動産の価格の占める適正なありどころを判定

しており、 当協会の業務は社会的公共的使命の一翼を担っているものと自負しております。

令和６年度の公益社団法人としての具体的な取り組みとしては、 無料相談会の開催です。

不動産鑑定士としての職能・知見を活かした地域社会への貢献として 「無料相談会」 の開

催を推進しており、 春・秋の会場での相談会のほか、 令和６年度は月例相談会で延べ７回

実施しました。

　

また、 現執行部では、 中野会長のもと、 ①災害の応急対策に関して円滑に支援・協力す

るため、国土交通省関東地方整備局との間で「災害時における関東地方整備局管内の不動

産鑑定業務に関する協定書」を締結（令和６年６月４日） したほか

　

②埼玉県用地課との

意見交換（土地評価制度に係る実務上の考え方） を行う等、会員各位の実務に資するため

の施策を順次進めております。

次に、 令和６年度に当協会が取り組んできた事業の詳細について順次ご報告いたします。

１【概要】

Ａ

　

公益目的事業

　

（１）固定資産評価に関する講演会

　　　

市町村固定資産関連部門担当者と不動産鑑定士等を対象とした講演会

　

（２）相談会開催

　　

イ 月例無料相談会

　　

ロ

　

春・秋の無料相談会

　　

ノ・ 市役所における無料相談会 （さいたま市、 東松山市、 坂戸市）

　　

ニ

　

埼玉友好士業協議会主催 「暮らしと事業のよろず相談会」

　

（３）不動産取引価格情報提供事業

　　　

日本不動産鑑定士協会連合会が実施する不動産取引価格情報提供制度による事例の

　　

収集、 提供、 管理、 閲覧

　

（４） 埼玉県の地価調査業務の受託

　

（５）埼玉県内市町村の固定資産税標準宅地の時点修正業務を受託

Ｂ 会員支援事業

　

（１） 会員向け各種研究会の開催

－２－



　　

イ

　

研究広報委員会主催研修会

　　

口

　

業務推進委員会主催研修会

　　

ノ・

　

関東甲信不動産鑑定士協会連合会との共催による研修

　　

ニ

　

親和会との共催による研修

　

（２） その他

　　

イ

　

会報誌 「土会だより」 の発行

　

年４回

　　

ロ

　

会員の福利厚生 （慶弔制度の実施）

Ｃ

　

関連団体の支援、 事務の代行

　

（１）関東甲信不動産鑑定士協会連合会の事務の代行

　

（２）埼玉県不動産鑑定士政治連盟の事務の代行

　

（３） 親和会の事務の代行

Ｄ

　

規則、 規程等の制定、 改訂

２【総会】

（１）第１１回通常総会

令和６年６月６日

　

議案

　

・令和５年度事業報告

　

・令和５年度決算

　

監査報告

　

各議案とも可決承認されました。

３【理事会】

第１回

　

令和６年４月２６日 （金） 午後２時～３時３５分

　

士協会会議室

　

・入退会について

　

．会費減免申請について

　

・第１１回通常総会及び懇親会について

　

・さいたま市財産評価委員の推薦について

　

・民事調停委員の推薦について

　

・第１２回通常総会等の日程等について

　

・令和６年度月例無料相談会相談員のお願いについて

　

・独自事例 （賃貸事例） 閲覧停止について

第２回

　

令和６年５月１０日 （金） 午後２時～２時２９分

　

Ｗｅｂ

　

・第１１回通常総会について

第３回

　

令和６年６月２１日 （金） 午後２時～４時０５分 さいたま共済会館

　

・会員募集文書案について

　

・協会決算の推移について

　

・市町村からの委員等推薦について

－３－



　

・総会における質問に対する回答案について

　

・一般公開セミナー開催時期の承認申請について

　

・埼玉友好士業協議会定例会について
第４回

　

令和６年７月１９日 （金） 午後２時～３時４５分 さいたま共済会館

　

・通常総会における会員からの質問に対する回答案について

　

・鑑政連要望事項について
第５回

　

令和６年９月２０日 （金） 午後２時～４時４５分 さいたま共済会館

　

．入退会について

　

・通常総会における会員からの質問に対する回答案について

　

・例規集等を改定担当する委員会について

　

・内閣府サイバーセキュリティ・ポータルサイトの教材利用について

　

・さいたま市財産評価委員の推薦について

　

・業務推進委員会主催研修会について
第６回

　

令和６年１０月１８日（金）午後２時～４時

　

教育会館

　

・在会４０年対象会員について

　

・さいたま市固定資産評価審査委員会委員の推薦について

　

・選挙管理委員会設置について

　

・固定資産鑑定評価員会議に係る評価員負担金の変更について
第７回

　

令和６年１１月１５日 （金） 午後２時～４時１０分

　

さ

　

・令和７年度事業計画及び収支予算案について

　

・事務局職員給与規程の改正について

　

・令和７年役員選任に係る役員の定数について

　

．定款の改正について

　

・会員外の理事報酬規則の制定について

　

・評価員負担金変更に係る収支想定について

　

・埼玉県土地開発公社理事の推薦候補者について
第８回

　

令和７年１月１７日 （金） 午後３時～４時１５分

　

・令和７年度事業計画及び収支予算案について

　

・定款の改正について

　

・入会金及び会費規則の改正について

　

・深谷市固定資産評価審査委員会委員への推薦について

　

・事例調査費の扱いについて

第９回

　

令和７年２月２１日 （金） 午後２時～４時０５分

　

・令和７年度事業計画及び収支予算案について

　

・定款の改正について

　

・理事及び監事の選任に関する規程の改正について

　

・ＪＡＲＥＡ会員名簿確認・選挙区委員の推薦について

　

・事務局長の退職金について

　

．新聞広告について

さいたま共済会館

士協会会議室

埼玉教育会館館

－４－



　

．研修会・講師依頼文について

第１０回

　

令和７年３月２１日 （金） 午後２時～３時５０分 さいたま共済会館

　

・令和６年度補正予算について

　

．第１２回通常総会及び懇親会の開催要領について

　

・第１２回通常総会及び懇親会の案内文書について

　

・入退会について

　

・事務局長の採用について

　

・講師・委員等推薦基準について

　

・固定資産鑑定評価員会議規程細則の改正について

４【各委員会】

［１］ 総務財務委員会

１． 令和６年度事業計画についての事業実施状況

（１）当協会の運営、財務管理の実施

　

入退会の管理、入会金・会費の受け取り、各種支払い、監査の実施、埼玉県土地水

　

政策課立入検査への対応、決算推移予測・対応例並びに会員・会費収入ほかの予測

　

例の検討、令和７年度事業計画・予算案作成、令和７年役員選任に係る役員の定数

　

の検討、顧問弁護士・税理士との打ち合わせ、事務局安全管理措置（人的安全管理

　

措置）対応、事務局職員の給与（ベア）審議、事務局長の退職金審議、通常総会・

　

懇親会の事前準備並びに、会員からの事前質問及び同総会における質問への回答検

　

討、例規集等を改定担当する委員会についての更新、インボイス制度の当協会に与

　

える影響の検討、 自民党埼玉県連に対する要望の審議、ｗｉｎｄｏｗｓｌｏサポート終了へ

　

の対応ほか、公益法人制度改革に伴う外部理事の人選検討、当協会ＨＰの不具合へ

　

の対応

（２） 総会、理事会等の会議の開催（対応・準備）

　

第１１回通常総会、懇親会等の準備、令和８年通常総会開催会場の検討

（３） 会員の福利厚生

　

表彰規程の相当期間在会 （４０年以上） 表彰に係る会員履歴の確認

　

入会金及び会費の減免規程に基づく８０歳になる会員への通知並びに会費減免申

　

請への対応

　

会員慶弔規程に基づく慶事弔事への対応、会員の叙勲の確認

（４） 規則等の制定、 改廃

　

公益法人制度改革に伴う定款及び理事及び監事の選任に関する規程の改正並びに

　

会員外の理事報酬規則の制定の検討、入会金及び会費規則の改正の検討、入会金及

　

会費の減免規程の改正の検討、 事務局職員給与規程・別表の改正

（５） 所轄官庁等への対応

　

令和５年度事業報告等公益法人定期書類の作成・報告、令和６年度事業計画書等公
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益法人定期書類の作成・報告

　　

「災害時における関東地方整備局管内の不動産鑑定業務に関する協定書」に基づく

　

業務を実施する会員の登録に係る準備・検討・募集

（６）公益社団法人日本不動産鑑定士協会連合会並びに他地域会等との連絡、調整連合

　

会からのアンケートへの回答、連合会会員名簿確認・選挙区委員の推薦

（７） 親和会活動への支援

　

親和会事務、親和会との共催研修開催支援

（８） その他の委員会の所掌に属さない事項への対応

　

財産評価委員の推薦、土地開発公社候補者の推薦、固定資産評価審査委員会委員の

　

推薦

２． 委員会の開催 …

　

９回（すべてＷｅｂ会議）

　

４月１１日、 ５月３０日、 ７月９日、 ９月１０日、 １０月８日、 １１月６日、

　　

１月１４日、 ２月１２日、 ３月１１日

［２］研究広報委員会

１．令和６年度事業計画についての実施状況

（１）相談会の開催

　

①月例無料相談会

　

７回

　

②月例有料相談会

　

２回

　

③春秋の不動産相談会

　

２会場×２回

　

④市主催相談会

　

さいたま市２回、 東松山市８回、 坂戸市７回

（２）一般公開講演会

　

例年３月下旬開催を次年度の令和７年４月 ９日に変更

　

準備・広告等を年度内に実施

（３）会員向け研修会

　

研究広報委員会主催

　

３回

　　

・当協会会員並びに令和６年地価公示（埼玉県）鑑定評価員対象の研修会

　

・群馬県不動産鑑定士協会との共催

　　

・関東甲信不動産鑑定士協会連合会後援の研修会

　

親和会との共催

　

２回

　

千葉県不動産鑑定士研究会（主催）と共催

　

３回

（４）不動産市況Ｄ工公表

　

２回 （１月と７月に発表）

（５）「一般的要因データ集」 の作成

　

鑑定評価に使用する一般的要因データを取りまとめて、全員に（年数回）提供する（平

　

成２８年度からの継続作業）

（６） 土会だよりの発行

　

年４回

（７） ホームページの運営

　

不動産市況Ｄ工公表のお知らせなど随時告知
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（８）研究成果物の公表

　

研究成果物「埼玉県の不動産市場をめぐる各種データ集計結果」を埼玉県不動産鑑定

　

士協会会員向けに配信、研修会による成果の発表

２．委員会の開催 … １０回 （Ｗｅｂ・会場併用会議）

　

４月３日、 ５月８日、 ６月 ５日、 ７月３日、 ９月４日、 １０月 ２日、 １１月６日、

　

１２月４日、 ２月５日、 ３月５日

［３］業務推進委員会

１，令和６年度事業計画についての実施状況

（１） 資料の収集・管理・閲覧・利用について （データバンク事業）

　

国土交通省が公益社団法人日本不動産鑑定士協会連合会と共同で実施している不動産

　

の取引価格情報提供制度の支援事業を中心とし、その他独自事例の収集管理、紙事例

　

の保管管理及び電子データへの置換の継続等

　

他協会会員への遠隔及び閲覧室での事例閲覧事業

　

市区町村概況調書等、独自事例の提出

（２）研修会（講演会）の開催について

　

令和７年２月２８日、「所有者不明土地等問題の現状と不動産鑑定士の関与のあり方」

（３）埼玉友好士業協議会等の事業について

　

①定例会及び懇親会

　　　

令和６年７月３日・於東天紅

　

ＪＡＣＫ大宮店

②幹事会…３回

　　　

・令和６年７月 ３日・令和６年９月１９日・令和７年２月１３日

　

③さいたま市長表敬訪問

　　　

令和６年９月 ３日

　

④暮らしと事業のよろず相談会及び懇親会

　　　

令和６年１１月 ２日・於浦和コルソ

　

⑤スクラム相談所

　　　

令和６年７月５日にスクラム相談運営協議会運営会議定例会に参加

（４）関東地区土地政策推進連携協議会について

　

令和６年４月２３日

　

第１回幹事会 （Ｗｅｂ） に参加

　

令和６年５月１６日

　

通常総会 （Ｗｅｂ） に参加

　

令和６年７月２３日、 １１月１９日

　

講演会 （Ｗｅｂ） に参加

　

令和７年３月６日

　

第２回幹事会 （Ｗｅｂ） に参加

（５） 空き家対策への取組について

　

令和６年１０月２３日

　

川越市空き家対策協議会に参加

（６）埼玉県社会福祉協議会の不動産鑑定評価等の支援について

　

貸付審査等運営委員会への委員派遣、不動産鑑定業者リスト作成等

（７）埼玉県用地課との連携

－７－



　

令和６年４月１０日

　

埼玉県用地関連業務検討ワーキンググループ設置

　

令和６年５月２３日 用地課との意見交換会

　

令和６年１１月１８日

　

埼玉地区用地対策連絡協議会中級研修

　

講師派遣

（８） Ｐマップについて

　

データの更新

２．委員会の開催 … ９回 （Ｗｅｂ・会場併用会議）

　

４月１０日、 ６月１１日、 ７月 １０日、 ９月 ９日、 １０月１日、 １１月７日、

　

１月１０日、 ２月１３日、 ３月 １０日

［４］公的土地評価委員会

１．令和６年度事業計画についての実施状況

（１）令和６年度地価調査業務を受託

（２）令和６基準年度固定資産税標準宅地の時点修正業務を受託

（３）固定資産税に係る研修会・令和６基準年度評価員会議

　　

５月 ２２日

　

埼玉県県民健康センター２階大ホール

（４）固定評価の市町村対応

２．委員会の開催 … １０回 （Ｗｅｂ・会場併用会議）

　

４月９日、 ５月２２日、 ６月１２日、 ７月９日、 ９月 １０日、 １０月８日、

　

１１月 １２日、 １２月１０日、 ２月１２日、 ３月１１日

［５］住家被害認定調査支援特別委員会

１． 実施状況

　

令和６年能登半島地震に係る被災地への支援活動

　

公益社団法人東京都不動産鑑定士協会主催の住家被害認定調査研修会（実地演習）へ

　

の参加

２． 委員会の開催…なし
［６］綱紀委員会

１． 実施状況

　

前年度からの継続案件１件

２． 委員会の開催…なし
［７］選挙管理委員会

１． 実施状況

　

令和７年役員改選に係る日程・定数ほか選挙に関する事項について

２．委員会の開催 … １回 （Ｗｅｂ会議）

　

１１月 ６日

－８－



５【経過報告】

　　　　　　　　　　　　

令和 ６ 年 度 経 過 報 告

（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）

月

　　

日 説

　　　　

明 備

　　　

考

４．

　　

３ 研究広報委員会 士協会

　

会議室他
４．

　　

９ 公的土地評価委員会 士協会

　

会議室他
４． １０ 業務推進委員会 士協会

　

会議室他
４． １１ 総務財務委員会 Ｗｅｂ
４． １２ 坂戸市の無料相談会 坂戸市役所
４． １３ 春の無料相談会 さいたま浦和・川越
４． １９ 月例無料相談会 士協会

　

会議室
４，

　

２６ 理事会 士協会

　

会議室
５．

　　

７ 監事監査 士協会

　

会議室
５．

　　

８ 東松山市の無料相談会
研究広報委員会

東松山市役所
士協会

　

会議室他
５． １０ 坂戸市の無料相談会

理事会
坂戸市役所
Ｗｅｂ

５． １７ 月例無料相談会 士協会

　

会議室
５．

　

２２ 公的土地評価委員会
市町村職員・不動産鑑定士向け研修会

士協会

　

会議室
県民健康センター

５．

　

３

　

０ 総務財務委員会 Ｗｅｂ

６，

　　

５ 研究広報委員会 士協会

　

会議室他
６，

　　

６ 第１１回通常総会・懇親会 浦和ワシントンホテル
６． １０ 不動産鑑定士向け研修会（親和会共催） さいたま共済会館
６． １１ 業務推進委員会 士協会

　

会議室他
６． １２ 公的土地評価委員会 士協会

　

会議室他
６．

　

２１ 月例無料相談会
理事会

士協会

　

会議室
さいたま共済会館

６．

　

２８ 士会だより発行
７．

　　

３ 研究広報委員会 士協会

　

会議室他
７，

　　

９ 総務財務委員会
公的土地評価委員会

Ｗｅｂ
士協会

　

会議室他
７． １０ 東松山市の無料相談会

業務推進委員会
東松山市役所
士協会

　

会議室他
７． １２ 坂戸市の無料相談会 坂戸市役所
７． １９ 理事会 さいたま共済会館
７．

　

２５ 当協会会員並びに令和６年地価公示（埼玉県）
鑑定評価員対象の研修会

Ｗｅ

　

ｂ

８，

　　

６ さいたま市の無料相談会 さいたま市浦和区
９．

　　

４ 研究広報委員会 士協会

　

会議室他
９．

　　

９ 業務推進委員会 士協会

　

会議室他
９． １０ 総務財務委員会

公的土地評価委員会
Ｗｅｂ
士協会

　

会議室他
９． １１ 東松山市の無料相談会 東松山市役所
９，

　

２０ 月例無料相談会
理事会

士協会

　

会議室
さいたま共済会館

－９－



－１０ －

　

９， ３０

　　

土会だより発行
１０，

　

１

　

業務推進委員会

　　　　　　　　　　　　　　　

士協会

　

会議室他

１０．

　

２

　　

研究広報委員会

　　　　　　　　　　　　　　　

士協会

　

会議室他

１０．

　

５

　　

秋の無料相談会

　　　　　　　　　　　　　　　

さいたま市大宮・熊谷

１０．

　

７

　　

埼玉・群馬県士共催研修会

　　　　　　　　　

Ｗｅｂ

ｌｏ．

　

８

　　

総 務財務委員 会

　　　　　　　　　　　　　　　

Ｗ ｅｂ

　　　　　　

公的土地評価委員会

　　　　　　　　　　　　　

士協会

　

会議室他

１０， １１

　

坂戸市の無料相談会

　　　　　　　　　　　　　

坂戸市役所

１０， １６

　　

不動産鑑定士向け研修会 （親和会共催） さいたま共済会館
１０， １８ 理 事会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

埼 玉 教育会館

１１，

　

２

　　

暮らしと事業のよろず相談会

　　　　　　　　

浦和コルソ

１１．

　

５

　　

関東甲信不動産鑑定士協会連合会後援の研修 Ｗｅｂ

　　　　　

会

１１．

　

６

　　

総 務 財務 委員会

　　　　　　　　　　　　　　　

Ｗｅｂ

　　　　　　

研究広報委員会

　　　　　　　　　　　　　　　

士協会

　

会議室他

　　　　　　

選 挙 管理委員 会

　　　　　　　　　　　　　　　

Ｗｅｂ

ｌｌ，

　

７

　　

業務推進委員会

　　　　　　　　　　　　　　　

士協会

　

会議室他

１１， １２

　　

公的土地評価委員会

　　　　　　　　　　　　　

士協会

　

会議室他

１１． １５

　　

月例無料相談会

　　　　　　　　　　　　　　　

士協会

　

会議室

　　　　　　

理事会 さいたま共済会館

１１． ２６

　　

さいたま市の無料相談会

　　　　　　　　　　　

さいたま市浦和区

１２．

　

４

　　

研究広報委員会

　　　　　　　　　　　　　　　

士協会

　

会議室他

１２． １０

　　

公的土地評価委員会

　　　　　　　　　　　　　

士協会

　

会議室他

１２， １１

　

東松山市の無料相談会

　　　　　　　　　　　　

東松山市役所

１２， １３

　　

坂戸市の無料相談会

　　　　　　　　　　　　　

坂戸市役所

１２， ２０

　　

月例無料相談会

　　　　　　　　　　　　　　　

士協会

　

会議室

１ ２， ２６

　　

土会だより発行

　

１． １０

　　

業務推進委員会

　　　　　　　　　　　　　　　

士協会

　

会議室

　

１． １４

　　

総務 財務 委 員会

　　　　　　　　　　　　　　　

Ｗ ｅｂ

　

ｌ． １ ７ 理事会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

士協 会

　

会 議室

　

２．

　

５

　　

研究広報委員会

　　　　　　　　　　　　　　　

士協会

　

会議室他

　

２． １２

　　

総務 財務 委員 会

　　　　　　　　　　　　　　　

Ｗｅｂ

　　　　　　

公的土地評価委員会

　　　　　　　　　　　　　

士協会

　

会議室他

　

２， １３

　　

業務推進委員会

　　　　　　　　　　　　　　　

士協会

　

会議室他

　

２， １４

　　

坂戸市の無料相談会

　　　　　　　　　　　　　

坂戸市役所

　

２， ２１ 理 事会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

埼 玉 教育会 館

　

２， ２８

　　

不動産鑑定士向け研修会

　　　　　　　　　　

埼玉教育会館

　

３，

　

５

　　

研究広報委員会

　　　　　　　　　　　　　　　

士協会

　

会議室他

　

３． １０

　　

業務推進委員会

　　　　　　　　　　　　　　　

士協会

　

会議室

　

３． １１

　

総 務財務委員 会

　　　　　　　　　　　　　　　

Ｗｅｂ

　　　　　　

公的土地評価委員会

　　　　　　　　　　　　　

士協会

　

会議室他

　

３． １２

　　

東松山市の無料相談会

　　　　　　　　　　　　

東松山市役所

　

３， １４

　　

坂戸市の無料相談会

　　　　　　　　　　　　　

坂戸市役所

　

３． ２１

　

月例無料相談会

　　　　　　　　　　　　　　　

士協会

　

会議室

　　　　　　

理事会 さいたま共済会館

　

３． ２７

　　

土会だより発行



６【入退会者】

令和６度入会者及び退会者

　

（敬称略）
（１） 入会 業者会員

　

２、 個人会員

　

４

業者会員
北としま事務所株式会社 （平林

　

誠）

　　　　　　　　　　　　　　　　

（

　

４月

　

１日）

原嶋不動産鑑定株式会社 （原嶋

　

康仁）

　　　　　　　　　　　　　　　

（

　

４月２６日）

個人会員

菅原

　

一葉 （青木プロパティ株式会社）

　　　　　　　　　　　　　　　

（

　

４月２６日）

永井

　

正義 （一般財団法人日本不動産研究所）

　　　　　　　　　　　　

（

　

４月 ２６日）

村田

　

由香里 （一般財団法人日本不動産研究所）

　　　　　　　　　　

（

　

４月２６日）

関根

　

俊雄 （一般財団法人日本不動産研究所）

　　　　　　　　　　　　

（１０月

　

１日）

（２） 退会 業者会員

　

３、 個人会員

　

５

業者会員
株式会社ＦＰ財産総合研究所 （三宮

　

信秀）

　　　　　　　　　　　　　

（

　

７月 ２６日）

高山不動産鑑定（高

　

旺 く）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（

　

２月 １ ７日）

株式会社日建鑑定 （小林

　

章治）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（

　

３月３１日）

個人会員

原嶋

　

康仁 （ミライ ト不動産鑑定株式会社）

　　　　　　　　　　　　　

（

　

４月 ２６日）

高橋

　

晃 （一般財団法人日本不動産研究所）

　　　　　　　　　　　　　

（

　

５月

　

１日）

高橋

　

秀樹 （一般財団法人日本不動産研究所）

　　　　　　　　　　　　

（

　

８月

　

１日）

村田

　

由香里 （一般財団法人日本不動産研究所）

　　　　　　　　　　　

（

　

３月３１日）

森山

　

賢二 （一般財団法人日本不動産研究所）

　　　　　　　　　　　　

（

　

３月３１日）

参考

　

令和

　

７年

　

３月３１日現在会員数

　

１４４ （業者会員１２１、 個人会員２３）

－１１－



第２号議案

　　　　　　　　　　　　

貸 借 対 照 表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

令和７年３月３１日現在

科

　　　

目 当年度 前年度 増減
１資産の部
１， 流動資産

　

現金預金

　

定期預金

　

未収金

　

前払金

　

立替金

　

前払費用
流動資産合計
２， 固定資産
（１）特定資産

　

退職給付引当資産

　　

固定資産税標準宅地価格に係る業務準備資金

　　

特定資産合計
（２）その他固定資産

　

建物附属設備

　

什器備品

　

減価償却累計額

　

電話加入権

　

敷金

　　

その他固定資産合計
固定資産合計

１９，９５０，８２９
１７，０００，０００
８，３７０，５５０

　　

６，７９０

　　　

Ｏ

　

４７６，０６０

２７〉７４１，８３６
１６，５００，０００
８，４３１，３４０

　　

１，８２０

　

９４，０００

　

４６３，７９２

△７，７９１，００７

　

５００，０００

　

△６０，７９０

　　　

４，９７０

　

△９４，０００

　　

１２，２６８
４５，８０４，２２９ ５３，２３２，７８８ △７，４２８，５５９

５，０４５，３７５

　　

Ｏ

５，５１７，０８５
５，５００，０００

△４７１，７１０
△５，５００，０００

５，０４５，３７５ １１，０１７，０８５ △５，９７１，７１０

　

２３７，６００

　

１，４９２，８００
△１，６０１〉９７３

　

１４７，７８４

　

１，９２０，９００

　

２３７，６００

　

１，８７６，５７５
△１，８３３，３６６

　　

１４７，７８４

　

Ｌ９２０，９００

　　

Ｏ

△３８３，７７５

　

２３１，３９３

　　

Ｏ

　　

Ｏ

２，１９７，１１１ ２，３４９，４９３ △１５２，３８２
７，２４２，４８６ １３，３６６，５７８ △６，１２４，０９２

資産合計 ５３，０４６，７１５ ６６，５９９，３６６ △１３，５５２，６５１

ｎ負債の部
１． 流動負債

　

未払金

　

預り金

　

賞与引当金
流動負債合計
２， 固定負債

　

退職給付引当金
固定負債合計

８，７９８，８７８
５８１，３１９
１，３８５，０００

９，３０６，５１７
７１５，２２３
１，３２７，０００

△５０７，６３９
△１３３，９０４

　

５８，０００
１０，７６５，１９７ １１，３４８，７４０ △５８３，５４３

５，０４５，３７５ ５，５１７，０８５ △４７１，７１０
５，０４５，３７５ ５，５１７，０８５ △４７１，７１０

負債合計 １５，８１０，５７２ １６，８６５，８２５ △１，０５５，２５３

ｍ正味財産の部
１，指定正味財産
指定正味財産合計

　　　　

（うち基本財産への充当額）

　　　　

（うち特定資産への充当額）
２． 一般正味財産

　　　　

（うち基本財産への充当額）

　　　　

（うち特定資産への充当額）

　　　　　　

Ｏ

（

　　　　　　　　　　

０）
（

　　　　　　　　　　

０）

　　　　

３７，２３６，１４３
（

　　　　　　　　　　

０）
（

　　　　　　　　　　

０）

　　　　　　

Ｏ

（

　　　　　　　　　　

０）
（

　　　　　　　　　　

０）

　　　　

４９，７３３，５４１
（

　　　　　　　　　　

０）
（

　　　　　

５，５ｏｏ，ｏｏｏ）

　　　　　　

Ｏ

（

　　　　　　　　　　

０）
（

　　　　　　　　　　

０）

　　　

△１２，４９７，３９８
（

　　　　　　　　　　

０）
（

　　　　

△５，５ｏｏ，ｏｏｏ）
正味財産合計 ３７，２３６，１４３ ４９，７３３，５４１ △１２，４９７，３９８

負債及び正味財産合計 ５３，０４６，７１５ ６６，５９９，３６６ △１３，５５２，６５１

－１２ －



正味財産増減計算書
令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで

　　　　　　　

（単位：円）

当年度 前年度 増

　

減科

　　　

目

経常増減の部

経常収益
６５０

　

） ５０７

　

）

Ｔ▲

　　

１１

特定資産運用収益
特定資産受取利息
入会金収益
会費収益
正 会 員 受 取 会 費
事業収益
時

　　

点

　　

修

　　

正

　

受

　

取

　

受

　

託

　

料

　

評価員受取負担金
地

　　

価

　　

調

　　

査

　

デ、 ー

　

タ

　

バ

　

ン

　

ク

相

　　　　

談

　　　　

会

成

　

果

　

物

　

頒

　

布

助

　　　　

成

　　　

金

社

　　　　　　　　

協

親

　　　　

和

　　　　

会

受取寄付金
雑収益
受

　　

取

　　

利

　　

息

雑

　　　　

収

　　　　

益

経

　

常

　

収

　

，益

　

計

２． 経常費用
事

　

業

　

費

役

　　

員

　　

報

　　

酬

給

　　

与

　　

手

　　

当

退

　　　　

職

　　　　

金

退

　

職

　

給

　

付

　

費

　

用

法

　

定

　

福

　

利

　

費

福

　

利

　

厚

　

生

　

費

広

　

告

　

宣

　

伝

　

費

旅

　

費

　

交

　

通

　

費

通

　

信

　

運

　

搬

　

費

減

　

価

　

償

　

却

　

費

消

　　

耗

　　

品

　　

費

印

　

刷

　

製

　

本

　

費

賃

　　　　

借

　　　　

料

諸

　　　　

謝

　　　　

金

租

　　

税

　　

公

　　

課

支

　

払

　

負

　

担

　

金

委

　　　　

託

　　　　

費

雑

　　　　　　　　

費

（

　　　　　　　　

１４３

　

）

　　　　　　　　

１４３

（

　　　　

△ ２００ ００

　

）

（

　　　　

△ １１０，０００

　

）

　　　　

△ １１０，０００

（

　　　　　　

５８４，１５９

　

）

　　　　　　

９４６，２８６

　　　　

△

　

４１，１００

　　　　　　

０

　　　　　　

２７，５００

　　　　　

△

　

５，５００

　　　　

△

　

１１，５２７

　　　　

△

　

２１１，５００

　　　　

△

　

１２０，０００

　　　　　　

０

（

　　　　　

△

　

５５，１０８）
（

　　　　　　

４５３，１７８

　

）

　　　　　　　

９，８９３

　　　　　　

４４３，２８５

　　　　　　

６７２，３７２

（

　　　　

△ ９０５，７５０）

　　　　　　　

５，０００

　　　　　　

２９９，０８５

　　　　　　

４６７，０６３

　　　　

△

　

７７３，４００

　　　　　　

１２，２８０

　　　　　　　

１，０５２

　　　　

△

　

７２，７１０

　　　　

△

　

３５，２０７

　　　　

△ １８２，９４７

　　　　　　

０

　　　　

△

　

８６，０９０

　　　　

△

　

４１，０２６

　　　　　　

１１７，７２２

　　　　　　

８２３，３９４

　　　

△ １，９６１，５００

　　　　　　　

６，４８０

　　　　　　

５１４，０５４

　　　　　　　

１，０００

６５０ ５０７

（

　　　　

６００，０００

　

）

（

　　　

１１，５３０，０００

　

）

（

　　　　

８００，０００

　

）

（

　　　

１１，６４０，０００

　

）

１１，５３０，０００ １１，６４０，０００

（

　　

１７１，４２７，０３９

　

）（

　　

１７２：，０１１，１９８

　

）

８８，７５４，１７１

４，７９１，６００

６０，９０６，５６０

　

８４４，２５０

　　

２２，０００

　　

１３，６１７

１６，５７９，０００

８７，８０７，８８５

４，８３２，７００

６０，９０６，５６０

　

８１６，７５０

　　

２７，５００

　　

２５，１４４

１６，７９０，５００

　

１２０，０００

　

１００，０００

０

１００，０００

（

　　　　　　　　

０）
（

　　　

１，２３６，６７５

　

）

（

　　　　　

５５，１０８

　

）

（

　　　　

７８３，４９７

　

）

４９７

　　

１０，３９０

　

１，２２６，２８５

１８５，３７８，５２３

　　

７８３，０００

１８４，７０６，１５１

（

　　

１９０，０９８，７８８

　

） （

　　

１９１，００４，５３８

　

）

　

１４５，０００

１８，６６９，０１３

　　

１５０，０００

１８，９６８，０９８

　　

４６７，０６３

　　

４９９，５３０

　

３，１０３，３３０

　　

３１，７４６

　　

４６３，１００

　　

３５２，０２２

　　

８５８，４５９

　　

３４，２６７

　　

１２７，９９５

　　

１３２，２２０

　

５，７７３，０６５

１５５，６８１，５５９

　　

９７３，２００

　　

７４，２４８

　

２，４０６，７８６

　　　

２，１００

０

　

１，２７２，９３０

　

３，０９１，０５０

　　

３０，６９４

　　

５３５，８１０

　　

３８７，２２９

　

１，０４１，４０６

　　

３４，２６７

　　

２１４，０８５

　　

１７３，２４６

　

５，６５５，３４３

１５４，８５８，１６５

　

２，９３４，７００

　　

６７，７６８

　

１，８９２，７３２

　　　

１，１００

－１３ －



（

　　　

７，７７７，１３２

　

） （

　　　

８，４３６，２１６

　

） （

　　　　

△ ６５９，０８４）

　　　　　　　

９，０００

　　　　　　

１９，０８９

　　　　　　

２９，８１２

　　　　　

△

　

４９，３６５

　　　　　　　　　

７９０

　　　　　　　　　

６７

　　　　　

△

　

２４，９４３

　　　　　　

２９，２１８

　　　　

△

　

１

　　　　　　　

６，１３５

　　　　　

△

　

７，９２４

　　　　　　

１９５，３８３

　　　　　　

０

　　　　

△

　

４４６，５２９

　　　　　　

６８，５２５

　　　　　　

０

　　　　　

△

　

７，０００

　　　　

△

　

４８３，２３１

　　　　　　　

２，０００

　　　　　　

△ １１０

　　　

△ １，５６４，８３４

管

　

理

　

費

役

　　

員

　　

報

　　

酬

給

　　

与

　　

手

　　

当

退

　　　　

職

　　　　

金

退

　

職

　

給

　

付

　

費

　

用

法

　

定

　

福

　

利

　

費

福

　

利

　

厚

　

生

　

費

旅

　

費

　

交

　

通

　

費

通

　

信

　

運

　

搬

　

費

減

　

価

　

償

　

却

　

費

消

　　

耗

　　

品

　　

費

印

　

刷

　

製

　

本

　

費

賃

　　　

借

　　　

料

保

　　　　

険

　　　　

料

諸

　　　　

謝

　　　　

金

交

　　　　

際

　　　　

費

租

　　

税

　　

公

　　

課

支

　

払

　

負

　

担

　

金

委

　　　　

託

　　　　

費

諸

　　　　

会

　　　　

費

雑

　　　　　　　　

費

経

　　

常

　　

費

　　

用

　　

計

ｎ

　

経常外増減の部

１． 経常外費用

　

固 定 資 産 除 却 損
経

　

常

　

外

　

費

　

用

　

計

１，６１０，７７０

１，１９１，６４０

　

１，６１９，７７０

　

１，２１０，７２９

　　

２９，８１２

　　

３１，８８５

　　

１９８，０８８

　　　

２，０２６

　　

９０４，０１８

　　

２８６，６０１

　　

１１８，１１４

　　

７９，１５６

　　

７１，７２０

　

１，２７９，２９３

　　　

９，６７０

　　

９４１，８８１

　　

３０６，７６０

　　

７０，０００

　　

７７，３３０

　　

３１０，１８６

　　

１４９，３７５

　　

８０，７１８

１９７，８７５，９２０

　　

８１，２５０

　　

１９７，２９８

　　　

１，９５９

　　

９２８，９６１

　　

２５７，３８３

　　

１１８，１１５

　　

７３，０２１

　　

７９，６４４

　

１，０８３，９１０

　　　

９，６７０

　

１，３８８，４１０

　　

２３８，２３５

　　

７０，０００

　　

８４，３３０

　　

７９３，４１７

　　

１４７，３７５

　　

８０，８２８

１９９，４４０，７５４

　　

△ １６，５８４

　　

△ １６，５８４

　　

２，２５３，７９０

△ １４，７５１，１８８
△

　

１２，４９７，３９８

１６，５８５

１６，５８５

当期正 味財産増 減額
正

　

味 財

　

産

　

期

　

首 残

　

高

正

　

味 財

　

産 期

　

末 残

　

高

‘１２，４９７，３９８

　

４９，７３３，５４１

　

３７，２３６，１４３

△１４，７５１，１８８

　

６４，４８４，７２９

　

４９，７３３，５４１

－１４ －



正味財産増減計算書内訳書
令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで

科

　　

目
公益目的事業 収益事業等 法人会計 合

　　

計
予算額 決算額 差異 予算額 決算額 差異 予算額 決算額 差異 予算額 決算額 差異

工

　

経常増減の部

１．経常収益

特定資産運用収益

　

特定資産受取利息

入会金収益
会費収益

　

正会員 受 取会 費
事業収益
時

　　

点

　　

修

　　

正

　

受

　

取

　

受

　

託

　

料

　

評価員受取負担金

地

　　

価

　　

調

　　

査

　

デ、ー

　

タ

　

バ

　

ン ク

相

　　　

談

　　　

会
成

　

果

　

物

　

頒

　

布

助

　　　

成

　　　

金

親

　　　

和

　　　

会

受取寄付金

　

雑収益
受

　　

取

　　

利

　　

息

雑

　　　

収

　　　

益
経

　

常

　

収

　

益

　

計

２．経常費用
事

　

業

　

費

役

　　

員

　　

報

　　

酬

給

　　

与

　　

手

　　

当

退

　　　

職

　　　

金

　

退 職 給

　

付 費

　

用
法

　

定

　

福

　

利

　

費

福

　

利

　

厚

　

生

　

費

広

　

告

　

宣

　

伝

　

費

旅

　

費

　

交

　

通

　

費

通

　

信

　

運

　

搬

　

費

減

　

価

　

償

　

却

　

費

消

　　

耗

　　

品

　　

費

（

　　　　　　

３００）

　　　　　　

３００
（

　　　　

２７０，０００）

（

　　　

３，５２８，０００）

　　

３，５２８，０００

（

　

１７０，９６６，０００）

　　

８７，６５４，０００

　　

４，７９０，０００

　　

６０，９００，０００

　　　

８００，０００

　　　　

２２，０００

　　　　

０

　　

１６，８００，０００

　　　　

０
（

　　　　　　　

０）
（

　　　　

５００，３００）

　　　　　　

３００

　　　

５００，０００

（

　　　　　

１９６）

　　　　　　

１９６
（

　　　　

１８０，０００）

（

　　　

３，４５９，０００）

　　　

３，４５９，０００

（

　

１７１，９１１，１９８）

　　

８８，７５４，１７１

　　

４，７９１，６００

　　

６０，９０６，５６０

　　　

８４４，２５０

　　　　

２２，０００

　　　　

１３，６１７

　　

１６，５７９，０００

　　　　

０
（

　　　　　　　

０）
（

　　　　　

７，４０１）

　　　　

３，１１６

　　　　

４，２８５

（

　　　　　

１０４）

　　　　　　

１０４
（

　　　　

９０，０００）

（

　　　　

６９，０００）

　　　　

６９，０００
（

　　

△９４５，１９８）

　

△ＬＩＯ０，１７１

　　　

△１，６００

　　　

△６，５６０

　　

△４４，２５０

　　　　

０

　　

△１３，６１７

　　　

２２１，０００

　　　　

０

（

　　　　　　　

０）

（

　　　　

４９２，８９９）

　　　

△２，８１６

　　　

４９５，７１５

（

　　　　　　

１０）

　　　　　　

１０
（

　　　　　

９，０００）

（

　　　

１１７，６００）

　　　

１１７，６００
（

　　　

１００，０００）

　　　　

０

　　　　

０

　　　　

０

　　　　

０

　　　　

０

　　　　

０

　　　　

０

　　　

１００，０００

（

　　　　　

１，０００）
（

　　　　　　　

３０）

　　　　　　

３０

　　　　

０

（

　　　　　　　

６）

　　　　

６
（

　　　　　

６，０００）
（

　　　　

１１５，３００）

　　　

１１５，３００
（

　　　　

１００，０００）

　　　　

０

　　　　

０

　　　　

０

　　　　

０

　　　　

０

　　　　

０

　　　　

０

　　　

１００，０００

（

　　　　　　　

０）
（

　　　　

３００，３１１）

　　　　　

３１１

　　　

３００，０００

（

　　　　　　

４）

　　　　

４
（

　　　　　

３，０００

（

　　　　

２，３００）

　　　　

２，３００

（

　　　　　　　

０）

　　　　

０

　　　　

０

　　　　

０

　　　　

０

　　　　

０

　　　　

０

　　　　

０

　　　　

０

（

　　　　

１，０００）
（

　　

△３００，２８１）

　　　　

‘２８１

　　

乙３００，００〇

（

　　　　　

６９０）

　　　　　

６９０
（

　　　

６２１，０００）

（

　　

８，１１４，４００）

　　

８，１１４，４００

（

　　　　　　

０）

　　　　

０

　　　　

０

　　　　

０

　　　　

０

　　　　

０

　　　　

０

　　　　

０

　　　　

０

（

　　　　　　

０）
（

　　　　　

６７０）

　　　　　

６７０

　　　　

０

（

　　　　　

４４８）

　　　　　　

４４８
（

　　　

４１４，０００）
（

　　

７，９５５，７００）

　　

７，９５５，７００

（

　　　　　　

０）

　　　　

０

　　　　

０

　　　　

０

　　　　

０

　　　　

０

　　　　

０

　　　　

０

　　　　

０

（

　　　　　　　

０）
（

　　　

９２８，９６３）

　　　　

６，９６３

　　　

９２２，０００

（

　　　　　

２４２）

　　　　　　

２４２
（

　　　

２０７，０００）

（

　　　

１５８，７００）

　　　

１５８，７００
（

　　　　　　

０）

　　　　

０

　　　　

０

　　　　

０

　　　　

０

　　　　

０

　　　　

０

　　　　

０

　　　　

０

（

　　　　　　　

０）
（

　　

△９２８，２９３）

　　　

乙６，２９３

　

△９２２，０００

（

　　　　　

１，０００

　　　　

１，０００
（

　　　　

９００，０００

（

　　

１１，７６０，０００

　　

１１，７６０，０００
（ １７１，０６６，０００

　　

８７，６５４，０００

　　

４，７９０，０００

　　

６０，９００，０００

　　　

８００，０００

　　　　

２２，０００

　　　　

０

　　

１６，８００，０００

　　　

１００，０００

（

　　　　　

１，０００
（

　　　　

５０１，０００

　　　　

１，０００

　　　

５００，０００

（

　　　　　　

６５０）

　　　　　　

６５０
（

　　　　

６００，０００）

（

　　

１１，５３０，０００）

　　

１１，５３０，０００
（

　

１７２，０１１，１９８）

　　

８８，７５４，１７１

　　

４，７９１，６００

　　

６０，９０６，５６０

　　　　

８４４，２５０

　　　　

２２，０００

　　　　

１３，６１７

　　

１６，５７９，０００

　　　

１００，０００
（

　　　　　　　

０）
（

　　　

１，２３６，６７５）

　　　　

１０，３９０

　　

１，２２６，２８５

（

　　　　　　

３５０）

　　　　　　

３５０
（

　　　　

３００，０００

　

）

（

　　　　

２３０，０００）

　　　

２３０，０００
（

　　

△９４５，１９８）

　

△１，１００，１７１

　　　

‘１，６００

　　　

△６，５６０

　　　

△４４，２５０

　　　　

０

　　

△１３，６１７

　　　

２２１，０００

　　　　

０
（

　　　　　

１，０００）

（

　　

△７３５，６７５）

　　　

△９，３９０

　　

乙７２６，２８５

１７５，２６４，６００ １７５，５５７，７９５ 乙２９３，１９５ ２２７，６４０ ５２１，６１７ △２９４，９７７ ８，７３６，７６０ ９，２９９，１１１ △５６２，３５１ １８４，２２９，０００ １８５，３７８，５２３ △１，１４９，５２３

（

　

１９７，４０８，４４４）

　　　

４１５，０００

　　

１９，８００，０００

　　　

５４０，０００

　　　

１，２２４，０００

　　

３，１５０，０００

　　　　

７２，０００

　　　

４７０，０００

　　　

８１２，０００

　　　

１，６６４，９００

　　　　

６８，０００

　　　

５５１，６００

（

　

１８８，００５，２５８

　　　

１５０，０００

　　

１８，１６０，９４４

　　　

４４７，１８８

　　　

４７８，２７４

　　　

２，９７１，２７６

　　　　

３０，３９５

　　　

４６３，１００

　　　

３５１，９５６

　　　

８４２，０６９

　　　　

３３，１２０

　　　

１２２，５０３

（

　　

９，４０３，１８６）

　　　

２６５，０００

　　

１，６３９，０５６

　　　　

９２，８１２

　　　

７４５，７２６

　　　

１７８，７２４

　　　　

４１，６０５

　　　　

６，９００

　　　

４６０，０４４

　　　

８２２，８３１

　　　　

３４，８８０

　　　

４２９，０９７

（

　　　

２，７２７，５５２）

　　　　

２４，０００

　　　

８８０，０００

　　　　

２４，０００

　　　　

５４，４００

　　　

１４０，０００

　　　　

３，２００

　　　

１５０，０００

　　　　

２６，０００

　　　　

２６，８００

　　　　

５，０００

　　　　

２２，８００

（

　　　

２，０９３，５３０

　　　　

０

　　　

８０７，１５４

　　　　

１９，８７５

　　　　

２１，２５６

　　　

１３２，０５４

　　　　

１，３５１

　　　　

０

　　　　　　

６６

　　　　

１６，３９０

　　　　　

１，１４７

　　　　

５，４９２

（

　　　

６３４，０２２）

　　　　

２４，０００

　　　　

７２，８４６

　　　　

４，１２５

　　　　

３３，１４４

　　　　

７，９４６

　　　　　

１，８４９

　　　

１５０，０００

　　　　

２５，９３４

　　　　

１０，４１０

　　　　

３，８５３

　　　　

１７，３０８

（

　　

２００，１３５，９９６

　　　

４３９，０００

　　

２０，６８０，０００

　　　

５６４，０００

　　　

１，２７８，４００

　　

３，２９０，０００

　　　　

７５，２００

　　　

６２０，０００

　　　

８３８，０００

　　

１，６９１，７００

　　　　

７３，０００

　　　

５７４，４００

（

　

１９０，０９８，７８８：

　　　

１５０，０００

　　

１８，９６８，０９８

　　　

４６７，０６３

　　　

４９９，５３０

　　

３，１０３，３３０

　　　　

３１，７４６

　

－

　　　

４６３，１００

　　　

３５２，０２２

　　　

８５８，４５９

　　　　

３４，２６７

　　　

１２７，９９５

（

　　

１０，０３７，２０８）

　　　

２８９，０００

　　

１，７１１，９０２

　　　　

９６，９３７

　　　

７７８，８７０

　　　

１８６，６７０

　　　　

４３，４５４

　　　

１５６，９００

　　　

４８５，９７８

　　　

８３３，２４１

　　　　

３８，７３３

　　　　

４４６，４０５

（単位：円）
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常

　

費

　

用

　

計

　　

９６，８００

　

２５２，０００

　

６，７００，１４４

１５７，６９４，０００

　

９８０，０００

　

１１０，０００

　

２，７９８，０００

　　

１０，０００

　

１０１，２００

　

２５９，０００

　

７，２２９，０９６

１５８，。２４，０００

　

９８１，０００

　

１１０，０００

　

３，２９８，０００

　　

１０，０００

　　　

０

　

１３２，２２０

　

５，７７３，０６５

１５５，６８１，５５９

　

９７３，２００

　　

７４，２４８

　

２，４０６，７８６

　　

２，１００

１０１，２００

１２６，７８０

１，４５６，０３１
２，３４２，４４１

　

７，８００

　

３５，７５２
８９１，２１４

　

７，９００
（

　

１１，９３５，１００

　

）

　　

２，５４１，０００

　　

１，３２０，０００

　　　

３６，０００

　　　

８１，６００

　　　

２１０，０００

　　　　

４，８００

　　　

３４，０００

　　

２，４２４，０００

　　　

３０３，３００

　　　

１１９，０００

　　　

１５５，６００

　　　　

８，８００

　　　

１４５，０００

　　

１，４００，０００

　　　

１０，０００

　　

１，２０５，０００

　　　

９９０，０００

　　　

７１，０００

　　　

１０１，０００

　　　

３４３，０００

　　　

１６０，０００

　　　

２７２，０００

（

　　

７，７７７，１３２

　　

１，６１９，７７０

　　

１，２１０，７２９

　　　

２９，８１２

　　　

３１，８８５

　　　

１９８，０８８

　　　　

２，０２６

　　　　

０

　　　

９０４，０１８

　　　

２８６，６０１

　　　

１１８，１１４

　　　

７９，１５６

　　　　

０

　　　

７１，７２０

　　

１，２７９，２９３

　　　　

９，６７０

　　　

９４１，８８１

　　　

３０６，７６０

　　　

７０，０００

　　　

７７，３３０

　　　

３１０，１８６

　　　

１４９，３７５

　　　

８０，７１８

（

　　

４，１５７，９６８）

　　　

９２１，２３０

　　　

１０９，２７１

　　　　

６，１８８

　　　　

４９，７１５

　　　

１１，９１２

　　　　

２，７７４

　　　

３４，０００

　　

１，５１９，９８２

　　　

１６，６９９

　　　　　

８８６

　　　

７６，４４４

　　　　

８，８００

　　　

７３，２８０

　　　

１２０，７０７

　　　　　

３３０

　　　

２６３，１１９

　　　

６８３，２４０

　　　　

１，０００

　　　

２３，６７０

　　　

３２，８１４

　　　

１０，６２５

　　　

１９１，２８２

（

　　

１１，９３５，１００）

　　　

２，５４１，０００

　　　

１，３２０，０００

　　　　

３６，０００

　　　　

８１，６００

　　　

２１０，０００

　　　　

４，８００

　　　　

３４，０００

　　　

２，４２４，０００

　　　

３０３，３００

　　　

１１９，０００

　　　

１５５，６００

　　　　

８，８００

　　　

１４５，０００

　　

１，４００，０００

　　　　

１０，０００

　　

１，２０５，０００

　　　

９９０，０００

　　　　

７１，０００

　　　

１０１，０００

　　　

３４３，０００

　　　

１６０，０００

　　　

２７２，０００

（

　　　

７，７７７，１３２）

　　

１，６１９，７７０

　　

１，２１０，７２９

　　　　

２９，８１２

　　　　

３１，８８５

　　　

１９８，０８８

　　　　

２，０２６

　　　　

０

　　　

９０４，０１８

　　　

２８６，６０１

　　　

１１８，１１４

　　　　

７９，１５６

　　　　

０

　　　　

７１，７２０

　　　

１，２７９，２９３

　　　　

９，６７０

　　　

９４１，８８１

　　　

３０６，７６０

　　　　

７０，０００

　　　　

７７，３３０

　　　

３１０，１８６

　　　

１４９，３７５

　　　　

８０，７１８

（

　　　

４，１５７，９６８

　

）

　　　

９２１，２３０

　　　

１０９，２７１

　　　　

６，１８８

　　　　

４９，７１５

　　　　

１１，９１２

　　　　　

２，７７４

　　　　

３４，０００

　　　

１，５１９，９８２

　　　　

１６，６９９

　　　　　　

８８６

　　　　

７６，４４４

　　　　

８，８００

　　　　

７３，２８０

　　　

１２０，７０７

　　　　　　

３３０

　　　

２６３，１１９

　　　

６８３，２４０

　　　　

１，０００

　　　　

２３，６７０

　　　　

３２，８１４

　　　　

１０，６２５

　　　

１９１，２８２
１９７，４０８，４４４ １８８，００５，２５８ ９，４０３，１８６ ２，７２７，５５２ ２，０９３，５３０ ６３４，０２２ １１，９３５，１００ ７，７７７，１３２ ４，１５７，９６８ ２１２，０７１，０９６ １９７，８７５，９２０ １４，１９５，１７６

亘 経常外増減の部

１．経常外費用

　

固定資産除却損
経

　

常

　

外

　

費

　

用

　

計
Ｉ △１ ０ ０ ０ ０ Ｉ △１

０ Ｉ △１ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ Ｉ △１
当期正 味財産増 減額
正 味 財 産 期 首 残 高

正 味 財 産 期 末 残 高

△２２，１４３，８４４

　

５６，６１８，８３５

乙１２，４４７，４６４

　

４２，１２３，５３５

乙９，６９６，３８０

１４，４９５，３００

△２，４９９，９１２
△１７，１５１，６９４

△１，５７１，９１３
△１８，３３４，３２４

‘）９２７，９９９
１，１８２，６３０

△３，１９８，３４０
２５，０１７，５８８

１，５２１，９７９

２５，９４４，３３０

△４，７２０，３１９
△９２６，７４２

乙２７，８４２，０９６

　

６４，４８４，７２９
乙１２，４９７，３９８

　

４９，７３３，５４１
‘１５，３４４，６９８

　

１４，７５１，１８８
３４，４７４，９９１ ２９，６７６，０７１ ４，７９８，９２０ △１９，６５１，６０６ △１９，９０６，２３７ ２５４，６３１ ２１，８１９，２４８ ２７，４６６，３０９ △５，６４７，０６１ ３６，６４２，６３３ ３７，２３６，１４３ △５９３，５１０



財務諸表に対する注記
１．継続事業の前提に関する注記

　

貸借対照表において、継続事業の前提に疑義を抱かせる事象等はありません。
２． 重要な会計方針

　　

（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　

最終仕入原価法によっています。

　　

（２） 固定資産の減価償却の方法

　　　　

定額法及び定率法によっています。

　　

（３） 引当金の計上基準

　　　　

賞与引当金

　　　　

職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当事業

年度負担額を計上しています。

　　　　

退職給付引当金

　　

職員の退職給付に備えるため、期末退職金要支給額を計上しています。

　　

（４） 消費税等の会計処理

　　　　

税込方式によっています。

３．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、 次のとおりです。

　　　

（単位：円）

　　　

科

　　

目

　　　　　

・前期末残高

　　　

当期増加額 当期減少額

　　

当期末残高

基本財 産

　　　　　　　　　　　　　　　

０

　　　　　　　

０

　　　　　　　

０

　　　　　　　

０

　

小

　　　

計 ０

　　　　　　　

０

　　　　　　　

０

　　　　　　　

０

特定資産

　

退職給付引当資産

　　　　　　

５，５１７，０８５

　　　　

３３０，７９０

　　　　

８０２，５００

　　　

５，０４５，３７５

　

固定資産税標準宅地価

　

格 に係 る業務 準備 資金

　　　

５，５００，０００

　　　　　　　

０

　　　

５，５００，０００

　　　　　　　

０

　　　

小

　　　

計

　　　　　

１１，０１７，０８５

　　　　

３３０，７９０

　　　

６，３０２，５００

　　　

５，０４５，３７５

　　　

合

　　　

計

　　　　　　

１１，０１７，０８５

　　　　

３３０，７９０

　　　

６，３０２，５００

　　　

５，０４５，３７５

４．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、 次のとおりです。

　　　　　

（単位：円）

　　　

科

　　

日

　　　　　　

当期末残高

　

（うち指定正味財産

　

（うち一般正味財産

　　

（うち負債に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

額からの充当額）

　

額からの充当額）

　　

対応 す る額）

基本財 産

　　　　　　　　　　　　　　　

Ｏ

　

小

　　　

計

　　　　　　　　　　　

Ｏ

特定資産

　

退職 給付引 当資 産

　　　　　

５，０４５，３７５

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（５，０４５，３７５）

　

固定資産税標準宅地価

　

格 に係 る業務 準備 資金

　　　　　　　　

０

　　　　　　　　

－

　

（

　　　　　　

０）

　　　　　　　

－

　　　

ノＪ・

　　

計

　　　　　　

５，Ｏ４５，３７５

　　　　　　　　

Ｏ

　

（

　　　　　　

Ｏ）

　　

（５，Ｏ４５，３７５）

　　　

合

　　　

計

　　　　　　

５，０４５，３７５

　　　　　　　　

０

　

（

　　　　　　

０）

　　

（５，０４５，３７５）

－１７ －



６

５ 担保に供している資産

担保に供している資産はありません。

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、

科

　　

目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物附属設備 ２３７，６００ ２２７，７００ ９，９００

什器備品 １，４９２，８００ １，３７４，２７３ １１８，５２７

合

　　　

計 １，７３０，４００ １，６０１，９７３ １２８，４２７

次のとおりです。

７，保証債務等の偶発債務

　

保証債務等の偶発債務はありません。

８，満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　

満期保有目的の債券は保有しておりません。

９．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　

国または地方公共団体等からの補助金等はありません。

１０，基金及び代替基金の増減額及びその残高

　

基金及び代替基金はありません。

１１，指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　

指定正味財産から一般正味財産への振替額はありません。
１２． 関連当事者との取引の内容

　

取引の性格から、取引条件が一般の取引と同様であることが明白な取引以外のものはありません。

１３． 重要な後発事象

　

重要な後発事象はありません。

－１８ －



附属明細書

１．基本財産及び特定資産の明細

区分 資産の種類 期首帳簿価額 当期増加額 当期減少額 期末帳簿価額

特定資産 退職給付引当資産 ５，５１７，０８５ ３３０，７９０ ８０２，５００ ５，０４５，３７５

固定資産税標準宅
地価格に係る業務
準備資金

５，５００，０００ Ｏ ５，５００，０００ Ｏ

特定資産計 １１，０１７，０８５ ３３０，７９０ ６，３０２，５００ ５，０４５，３７５

（単位：円）

２． 引当金の明細 （単位：円）

科

　　

目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
目的使用 その他

賞与引当金 １，３２７，０００ １，３８５，０００ １，３２７，０００ Ｏ １，３８５，０００

退職給付

　

引当金
５，５１７，０８５ ３３０，７９０ ８０２，５００ Ｏ ５，０４５，３７５

－１９ －



財

　

産

　

目

　

録
令和７年３月３１日現在

貸借対照表科目・場所・物量等 使用目的等 金

　　　

額

（流動資産）
現金
普通預金

　

埼玉県系信金 浦和

　

Ｎｏ，１０９８６８６

　

埼玉県系信金 浦和

　

Ｎｏ．２３５９３５１

　

埼玉県系信金 浦和

　

Ｎｏ，２３５９３６０

　

ゆう ちょ

　　　

恥．００１１０－０－４６２３８６

　

ゆう ちよ

　　　

Ｎｏ，１０３５０－５５４０２３４１

　

三井住友信託 浦和

　

Ｎｏ．８１１３１８７

　

三井住友 浦和

　

Ｎｏ，５８１２５９５
足利 浦和

　

Ｎｏ．２９０５１１９
みずほ 浦和

　

Ｎｏ．１０２８７２２

ＪＡ埼玉県信連 本店

　

恥．０００４２１８
埼玉りそな 県庁

　

柚．３８８４２５１
武蔵野 県庁前

　　　

柚．００４３８１８
武蔵野 県庁前

　　　

恥．０１０００４１

　

武蔵野 県庁前

　　　

Ｎｏ．００４４１０４

定期預金

　

埼玉県系信金 浦和

　

Ｎｏ．１１１３８３９

　

三井住友信託

　

浦和

　

恥．０１

　

三井住友 浦和

　

Ｎｏ．１１６４５２６

　

みずほ 浦和

　

Ｎｏ．６０１０９０２

未収金
前払金
立替金
前払費用

手元保管

　

運転資金

運転資金
運転資金
運転資金
運転資金
運転資金
運転資金
運転資金
運転資金
運転資金
運転資金
運転資金
運転資金
税金預り金ロ座
報酬預り金ロ座

運転資金
運転資金
運転資金
運転資金
本鑑定受託料他

家賃

３，６３２，３０１

１７０，９８２

　　

Ｏ

８０８，１５７
８６８，９１７
１，４４０，３３１
５２４，２３３
４０４，２８３
４７３，８４６
８２７，９２１
４，８６３，０５１
５，８９５，１７４

　　

Ｏ

　　

Ｏ

　

４１，６３３

１９，９０９，１９６

１７，０００，０００
８，３７０，５５０

　　

６，７９０

　　

Ｏ

　

４７６，０６０

５，０００，０００

７，７００，０００
２，０００，０００

２，３００，０００

ＪＥ動資産合計 ４５，８０４，２２９

（固定資産）
特定資産
退職給付引当資産
武蔵野

　

県庁前

　

Ｎｏ．３－０００－０４５－７５０

　

固定資産税標準宅地価格に係る業務準備資金

　　

定期預金

　

埼玉豚信金 浦和恥．１１１３８３９

　　

定期預金

　

三井住友信託

　

浦和Ｎｏ，０１

その他固定資産
建物附属設備

　

消防設備
減価償却累計額
什器備品

　　

ＦＡＸ他
減価償却累計額
電話加入権

　

８３８‐０４８３，８６６－５３１６
敷金 常盤４－１‐１ １０５．５９ボ

事務局職員に対する
退職金に備えたもの
業務準備資金

共用財産であり、
うち一定割合は公益
目的保有財産として
公益目的事業の用に
供している

５，０４５，３７５

　　

Ｏ ５，０４５，３７５

　　

９〉９００

　

１１８，５２７

　

１４７，７８４

　

１，９２０，９００

２３７，６００

△２２７，７００

　

１，４９２，８００

乙１，３７４，２７３

固定資産合計 ７，２４２，４８６

資産合計 ５３，０４６，７１５

（流動負債）
未払金
預り金
源泉所得税
社会保険

　

年金事務所
雇用保険

　

労働保険等
賞与引当金

事例作成費他

公益目的事業、収益
事業等、法人会計を
執行する
賞与に対するもの

３８０，７７２
１９８，６５５

　

１，８９２

８，７９８，８７８

５８１，３１９
１，３８５，０００

流動負債合計 １０，７６５，１９７

－２０－



－２１－

（固定負債）
退職給付引当金 退職に対するもの ５，０４５，３７５

負債合計 １５，８１０，５７２

正味財産 ３７，２３６，１４３

負債及び正味財産合計 ５３，０４６，７１５



監

　

査

　

報

　

告

　

書

令和

　

７年

　

５月

　

７日

公益社団法人埼玉県不動産鑑定士協会

　　　　　　　

会長 中野

　

拓

　

殿

公益社団法人埼玉県不動産鑑定士協会

　　　　　　　　　　　　　　

　　

　　

監事

　　　　　　　　　　

づ
，

　　　　　　

荒井 信濃 ミキ
　

　　

　

　　

　
　　

　

　　 　　　　　　　　
　

　　

　
公益社団法人埼玉県不動産鑑定士協会

　

監事

　

堀
，
好そぎ号

公益社団法人埼玉県不動産鑑定士協会
監事

　　　　　　　

′

　　

ゞ

　　　

森山

　

謙「 ドド

　

私たち監事は、 令和

　

６年４月１日から令和

事業及び会計の監査を行いました。

　

その結果について、 次のとおり報告いたしまします。

７年３月３１日までの事業年度の理事の

１ 業務方法の概要

　

理事の業務執行については、理事会に出席し報告を受け、重要な関係書類等を閲覧等、
必要と思われる監査手続きを行い、その執行状況の妥当性を検討しました。また、帳簿

及び重要な関係書類を閲覧等、必要と思われる監査手続きを行い、計算書類及びその附

属明細書並びに財産目録について検討しました。

２

　

監査意見

　

（１） 事業報告の内容は、 法人の状況を正しく示していると認めます。

　

（２）理事の職務執行に関する不正な行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実

　　

は認められません。

　

（３） 計算書類及びその附属明細書並びに財産目録は、法人の財産の状態及び正味財産

　　

の増減の状況をすべての重要な点をこおいて適正に示しているものと認めます。

－２２－



第３号議案

公益社団法人埼玉県不動産鑑定士協会定款の改正

【提案理由】

　

令和７年４月から始まった公益法人新制度では、ガバナンスの強化のため理事・理事会・

監査の機能強化等の公益法人制度改革が行われることになり、外部理事や外部監事の導入

が義務化された。 当協会においても既に導入されている外部監事である会員外の監事に加

え、 新たに外部理事である会員外の理事を導入するための規定を整備するとともに、 公益

社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（以下「認定法」という。）等の関連法の

改正により生じた定款中の条文の削除、 号ズレ、 表記の整合等を措置する。
【改正内容】

　

外部理事となる会員外の理事を新たに配置するに当たり、 会員外の理事の報酬等の基準

となる「会員外の理事報酬規則」を制定するために、定款第３０条第２項の「会員外の者を

監事に充てる場合」を「公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第５条第１５

項で定める会員外の理事及び同条第１６項で定める会員外の監事」に改正するとともに、公

益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律施行規則第４８条の改正に伴う定款第

４７条の削除、認定法第５条第１７号が同条第２０号に３号繰り下げになるための当該改正箇

所引用部分の号ズレのほか、 公益法人制度改革による定款との表記の整合等を措置するも

のである。

公益社団法人埼玉県不動産鑑定士協会定款（改正案）

平成２５年３月２７日制定

令和２年６月１９日改正

令和４年６月３日改正

令和７年

　

月

　

日改正

（第１条から第２４条

　

省略）

　

（役員の選任）

第２５条

　

理事及び監事は、 総会の決議により選任する。
２

　　

会長は、 理事会の決議により理事の中から選定する。 この場合において、 理事会は、

正会員による選挙により会長候補者を選出し、 理事会において当該候補者を選定する方

法によることができる。

３

　　

副会長及び専務理事は、 理事会の決議により選定する。
４

　

監事は、 理事及びこの法人の職員を兼ねることができない。

－２３－



５

　　

各理事について、 当該理事及び当該理事と特別利害関係 （一方の者が他方の者の配偶

者又は３親等以内の親族である関係その他特別な利害関係） にある者である理事の合計

数が、 理事総数の３分の１を超えてはならない。 また、 監事についても同様とする。

（第２６条から第２９条

　

省略）

　

（報酬等）

第３０条

　

理事及び監事に対して、総会において定める総額の範囲内で、総会において別に

定める規則に従って算定した額を日当として支給することができる。
２

　

公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第５条第１５項で定める会員外の

理事及び同条第１６項で定める会員外の監事は、総会において定める報酬等の基準に従い

支給する。
３

　　

理事及び監事には、 その職務を行うために要する費用の支払をすることができる。

（第３１条から第４３条

　

省略）

　

（事業計画及び収支予算）

第４４条

　

この法人の事業計画書、収支予算書その他法令で定める書類については、毎事業

年度の開始の日の前日までに、 会長が作成し、 理事会の決議を経なければならない。 こ

れを変更する場合も、 同様とする。
２

　

前項の書類については、主たる事務所に、当該事業年度が終了するまでの間備え置き、
一般の閲覧に供するものとする。

　

（事業報告及び収支決算）

第４５条

　

この法人の事業報告及び決算については、毎事業年度終了後、会長が次の書類を

　

作成し、 監事の監査を受けた上で、 理事会の決議を経て、 通常総会の承認を受けなけれ

ばならない。

　

（１） 事業報告

　

（２） 事業報告の附属明細書

　

（３） 貸借対照表

　

（４）損益計算書（活動計算書）

　

（５） 貸借対照表及び損益計算書 （活動計算書） の附属明細書

　

（６） 財産目録

２

　

前項の書類のほか、 次の書類を主たる事務所に５年間備え置き、 一般の閲覧に供する

　

とともに、定款、会員名簿を主たる事務所に備え置き、一般の閲覧に供するものとする。

　

（１） 監査報告

　

（２） 理事及び監事の名簿

　

（３） 理事及び監事の報酬等の支給の基準を記載した書類

－２４－



（４） 運営組織及び事業活動に関する重要な事項について記載した書類その他法令で定め

る書類

（第４６条

　

省略）

第４７条

　

削除

（第４８条から第４９条

　

省略）

　

（公益認定の取消し等に伴う贈与）

第５０条

　

この法人が公益認定の取消しの処分を受けた場合又は合併により法人が消滅す

　

る場合 （その権利義務を承継する法人が公益法人であるときを除く。） には、 総会の決

議を経て、公益目的取得財産残額に相当する額の財産を、 当該公益認定の取消しの日又

　

は当該合併の日から１か月以内に、 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法

律第５条第２０号に掲げる法人又は国若しくは地方公共団体に贈与するものとする。

　

（残余財産の帰属）

第５１条

　

この法人が清算をする場合において有する残余財産は、総会の決議を経て、公益

社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第５条第２０号に掲げる法人又は国若し

　

くは地方公共団体に贈与するものとする。
（以下省略）

　

附

　

則

この定款は、 令和７年

　

月

　

日から施行する。

新旧対照表

現行 改正案
（第１条から第２４条

　

省略）

　

（役員の選任）

第２５条 （省略）
２ （省略）
３ （省略）
４ （省略）

５

　

各理事について、当該理事及びその配偶者又は３親等

　

内の親族その他特別の関係にある者である理事の合計
数が、 理事総数の３分の１を超えてはならない。 また、
監事についても同様とする。

（第２６条から第２９条

　

省略）

（第１条から第２４条

　

省略）

　

（役員の選任）

第２５条 （現行どおり）
２ （現行どおり）
３ （現行どおり）
４ （現行どおり）

５

　　

各理事について、当該理事及び当該理事と特別利害関

係（一方の者が他方の者の配偶者又は３親等以内の親族

　

である関係その他特別な利害関係）にある者である理事

　

の合計数が、 理事総数の３分の１を超えてはならない。

　

また、 監事についても同様とする。

（第２６条から第２９条

　

省略）
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（報酬等）

第３０条（省略）

２

　　

会員外の者を監事に充てる場合は、総会において定め

　

る報酬等の基準に従い支給する。
３ （省略）

（第３１条から第４３条

　

省略）

　

（事業計画及び収支予算）

第４４条

　

この法人の事業計画書、収支予算書、資金調達

及び設備投資の見込みを記載した書類については、毎事

業年度の開始の日の前日までに、会長が作成し、理事会

　

の決議を経なければならない。 これを変更する場合も、
同様とする。
２ （省略）

　

（事業報告及び収支決算）

第４５条 （省略）

　

（１） 事業報告

　

（２）事業報告の附属明細書

　

（３）貸借対照表

　

（４）損益計算書（正味財産増減計算書）

　

（５）貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）

　　

の附属明細書

　

（６） 財産日録
２ （省略）

　

（１）監査報告

　

（２）理事及び監事の名簿

　

（３）理事及び監事の報酬等の支給の基準を記載した書

　

類

　

（４） 運営組織及び事業活動の状況の概要及びこれらに

　　

関する数値のうち重要なものを記載した書類

（第４６条

　

省略）

　

（公益目的取得財産残額の算定）

第４７条

　

会長は、公益社団法人及び公益財団法人の認定

　

（報酬等）

第３０条 （現行どおり）

２

　　

公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法

律第５条第１５項で定める会員外の理事及び同条第１６項

　

で定める会員外の監事は、総会において定める報酬等の
基準に従い支給する。
３ （現行どおり）

（第３１条から第４３条

　

省略）

　

（事業計画及び収支予算）

第４４条

　

この法人の事業計画書、収支予算書その他法令

　

で定める書類については、毎事業年度の開始の日の前日

　

までに、会長が作成し、理事会の決議を経なければなら

　

ない。 これを変更する場合も、 同様とする。
２ （現行どおり）

　

（事業報告及び収支決算）

第４５条 （省略）

　

（１） （現行どおり）

　

（２） （現行どおり）

　

（３） （現行どおり）

　

（４）損益計算書（活動計算書）

　

（５）貸借対照表及び損益計算書（活動計算書）の附属

　　

明細書

　

（６）財産目録
２ （現行どおり）

　

（１） （現行どおり）

　

（２） （現行どおり）

　

（３） （現行どおり）

　

（４）運営組織及び事業活動に関する重要な事項につい

　　

て記載した書類その他法令で定める書類

（第４６条

　

省略）

第４７条

　

削除

（第４７条から第４９条

　

省略）

　

（公益認定の取消し等に伴う贈与）

第５０条

　

この法人が公益認定の取消しの処分を受けた場

合又は合併により法人が消滅する場合（その権利義務を

承継する法人が公益法人であるときを除く。）には、総

会の決議を経て、公益目的取得財産残額に相当する額の
財産を、当該公益認定の取消しの日又は当該合併の日か

　

ら１か月以内に、公益社団法人及び公益財団法人の認定

等に関する法律施行規則第４８条の規定に基づき、毎事

業年度、当該事業年度の末日における公益目的取得財産

残額を算定し、第４５条第２項第４号の書類に記載する
ものとする。

（第４７条から第４９条

　

省略）

　

（公益認定の取消し等に伴う贈与）

第５０条

　

この法人が公益認定の取消しの処分を受けた場

合又は合併により法人が消滅する場合（その権利義務を

承継する法人が公益法人であるときを除く。）には、総

会の決議を経て、公益目的取得財産残額に相当する額の
財産を、当該公益認定の取消しの日又は当該合併の日か

　

ら１か月以内に、公益社団法人及び公益財団法人の認定
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等に関する法律第５条第１７号に掲げる法人又は国若し

　

くは地方公共団体に贈与するものとする。

　

（残余財産の帰属）

第５１条

　

この法人が清算をする場合において有する残余

財産は、総会の決議を経て、公益社団法人及び公益財団

法人の認定等に関する法律第５条第１７号に掲げる法人

又は国若しくは地方公共団体に贈与するものとする。

（以下省略）

等に関する法律第５条第２０号に掲げる法人又は国若し

　

くは地方公共団体に贈与するものとする。

　

（残余財産の帰属）

第５１条

　

この法人が清算をする場合において有する残余

財産は、総会の決議を経て、公益社団法人及び公益財団

法人の認定等に関する法律第５条第２０号に掲げる法人

又は国若しくは地方公共団体に贈与するものとする。

（以下省略）

　

附

　

則

この定款は、 令和７年

　

月

　

日から施行する。
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第４号議案

会員外の理事報酬規則の制定

【提案理由】

　

令和７年４月から始まった公益法人新制度では、ガバナンスの強化のため理事・理事会・

監査の機能強化等の公益法人制度改革が行われることになり、 外部理事や外部監事の導入

が義務化された。 当協会においても既に導入されている外部監事である会員外の監事に加

え、 新たに外部理事である会員外の理事を導入するため定款の規定の整備に併せて、 会員

外の理事の報酬規則を制定する。
【制定内容】

　

会員外の監事報酬規則に準じて、会員外の理事報酬規則の目的、適用の範囲、勤務条件、
報酬等の支給等について定める。

会員外の理事報酬規則（制定案）

令和 年 月

　

日制定

一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成１８年６月２日法律第４８号）第８９条

の規定により、会員外の理事の報酬について、会員外の理事報酬規則を次のとおり定める。

　

（目的）

第１条

　

この規則は、公益社団法人埼玉県不動産鑑定士協会 （以下「当協会」という。） 定

款第３０条第２項の会員外の理事 （以下「会員外理事」 という。） の報酬等を定めるもの

である。

　

（適用の範囲）

第２条

　

会員外理事にこの規則を適用する。

　

（勤務条件）

第３条

　

会員外理事は、 非常勤とする。
２

　

勤務日は、 原則として通常総会、 臨時総会及び理事会の開かれる日とする。

　

（会員外理事の報酬等の支給）

第４条

　

報酬額は、 日額１０，０００円とする。 ただし、 所得税、 交通費を含むものとする。

２

　

第１項の報酬額は、 年度末に一括して支払うものとする。

３

　

会員外理事には役員賞与を支給しない。
４

　

会員外理事の退職にあたっては、 退職慰労金を支給しない。
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（委嘱状）

第５条

　

代表理事は、 会員外理事を委嘱する場合には勤務条件、 報酬額を明記した委嘱状

　

を交付しなければならない。

　

（公表）

第６条

　

当協会は、 この規則をもって、 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する

法律第２０条第１項に定める報酬等の支給の基準として公表するものとする。

　

附

　

則

この規則は、 令和 年 月

　

日からこれを施行する。
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第５号議案

入会金及び会費規則の改正

【提案理由】

郵便料金の値上げ等による郵送コストの削減を図るとともに、 事務の効率化を進めるた

め、公益社団法人日本不動産鑑定士協会連合会に倣って令和７年１０月１日から会費納入を

四半期ごと （各２万円） から、 上・下期の年２回 （各４万円） に変更するための改正を行

つ。

【改正内容】

規則第６条については、 正会員の会費を１四半期当たり２万円から１半期当たり４万円

に、 年度途中で入会した者、 年度途中で退会した者の会費の額についても、 入会日、 退会

日の属する四半期分を入会日、 退会日の属する半期分とする等の改正を行う。 規則第７条

については、 会費の納期を各四半期の最初の月から各半期の最初の月に改正する。

入会金及び会費規則（改正案）

平成２４年１２月１９日制定

平成２６年３月２６日改正

平成２８年６月２０日改正

令和 年 月

　

日改正

公益社団法人埼玉県不動産鑑定士協会（以下「当協会」という。） は、定款第７条の規定

に基づき、 入会金及び会費規則を次のように定める。

（第１条から第５条

　

省略）

　

（正会員及び特別会員の会費）

第６条

　

正会員の１半期当たりの会費は、 次のとおりとする。

－ 不動産鑑定業者

　　　　　

４万円

　　

なお、 不動産鑑定業者の代表者である不動産鑑定士が業者会員である場合、 代表者で

　

ある不動産鑑定士については、 次号の会費は不要とする。

　

二

　

不動産鑑定士

　　　　　　

４万円

　

なお、 不動産鑑定士補は、２万円とする。

２ 特別会員の１半期当たりの会費は、２万円とする。
３ 年度途中で入会した者の会費の額は、 入会日の属する半期分からとする。
４ 年度途中で退会した者の会費の額は、 退会日の属する半期分までとする。
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（会費の納期）

第７条

　

正会員及び特別会員は、 第６条の会費を、 各半期の最初の月に納めなければなら

　

なし、。

（以下省略）

　

附

　

則

この規則は、 令和７年１０月１日から施行する。

新旧対照表

現行 改正案
（第１条から第５条

　

省略）

　

（正会員及び特別会員の会費）

第６条

　

正会員の１四半期当たりの会費は、 次のとおりと

　　

する。

　

－ 不動産鑑定業者

　　　　　　　　

２万円

　　

なお、不動産鑑定業者の代表者である不動産鑑定士

　

が業者会員である場合、代表者である不動産鑑定士に

　

ついては、 次号の会費は不要とする。

　

二

　　

不動産鑑定士

　　　　　　　　　　

２万円

　　

なお、 不動産鑑定士補は、１万円とする。
２

　

特別会員の１四半期当たりの会費は、１万円とする。
３

　

年度途中で入会した者の会費の額は、入会日の属する

四半期分からとする。
４

　

年度途中で退会した者の会費の額は、退会日の属する
四半期分までとする。

　

（会費の納期）

第７条

　

正会員及び特別会員は、第６条の会費を、各四半

期の最初の月に納めなければならない。

（以下省略）

（第１条から第５条

　

省略）

　

（正会員及び特別会員の会費）
第６条

　

正会員の１半期当たりの会費は、 次のとおりとす

　　

る。

　

ー 不動産鑑定業者

　　　　　　　　

４万円

　　

なお、不動産鑑定業者の代表者である不動産鑑定士

　

が業者会員である場合、代表者である不動産鑑定士に

　

ついては、 次号の会費は不要とする。

　

二

　　

不動産鑑定士

　　　　　　　　　　

４万円

　　

なお、 不動産鑑定士補は、２万円とする。
２

　

特別会員の１半期当たりの会費は、２万円とする。
３

　

年度途中で入会した者の会費の額は、入会日の属する

半期分からとする。
４

　

年度途中で退会した者の会費の額は、退会日の属する
半期分までとする。

　

（会費の納期）

第７条

　

正会員及び特別会員は、第６条の会費を、各半期
の最初の月に納めなければならない。

（以下省略）

　

附

　

則

この規則は、 令和７年１０月１日から施行する。
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報告

（１）令和７年度事業計画

令和７年度事業計画
令和７年４月１日～令和８年３月３１日

公益社団法人埼玉県不動産鑑定士協会は、不動産の鑑定評価等に関する業務の進捗改善

を図り、不動産鑑定評価制度の発展を通じて土地等の適正な価格の形成及び健全な土地利

用の増進に資することにより、 県土の健全かつ均衡ある発展、 あわせて県民生活の向上及

び県民福祉の増進に貢献するため、 次の基本方針により、 事業の円滑な運営に努める。

１

　

基本方針

　

（１）不動産鑑定評価制度の普及及び啓発に努める

　

（２）不動産の鑑定評価及び利用等に関する情報の提供、講演会等を開催する

　

（３）不動産の鑑定評価及び利用等に関する各種相談会を開催する

　

（４）不動産の鑑定評価及び利用等に関する調査研究及び研修を実施する

　

（５）不動産の鑑定評価及び利用等に関する資料の収集、管理に努める

　

（６）不動産の鑑定評価及び利用等に関する刊行物等を発行する

　

（７）県、市町村その他の公共団体及び諸団体等に対する協力及び事業を受託する

　

（８）災害時における住家被害認定調査等支援及び調査のための研修を行う

　

（９） その他この法人の目的を達成するために必要な事業

２ 事業実施計画

　

【総務財務委員会】

　　

１

　

当協会の運営

　　　　

法令等の順守、 公益法人制度改革への対応

　　

２ 財務管理の実施

　　　　

会費の値上げ及び評価員受取負担金の減額の検討

　　

３

　

総会、 理事会等の会議の開催

　　

４ 会員の福利厚生

　　

５ 規則等の制定、 改廃

　　　　

法令の改正に伴う定款・規則・規程等の制定・改正の検討

　　

６ 所轄官庁等への対応

　　

７

　

公益社団法人日本不動産鑑定士協会連合会 （以下、「連合会」 という。） 並びに

　　　　

他地域会等との連絡・照会・調整、 親睦事業への支援

　　

８ 訴訟等への対応
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９

　

一般財団法人自然災害被災者債務整理ガイドライン運営機関・弁護士・会員の

　　　

登録支援専門家間の連絡並びに会員の登録支援専門家の支援

１０

　

親和会活動への支援

１１ 綱紀委員会への支援

１２

　

その他の委員会の所掌に属さない事項への対応

【研究広報委員会】

　

１

　

相談会の開催

　　

①月例無料相談会

　

１０回 （完全予約制）

　　

②月例有料相談会

　

１０回 （完全予約制）

　　

③春秋の不動産相談会

　

２会場×２回

　　

④市主催相談会

　　

さいたま市２回、

　

東松山市１０回、 坂戸市１０回

　

２ 一般公開講演会

　　　　

埼玉県不動産鑑定士協会主催

　　

１回

　

３ 会員向け研修会

　　　　

研究広報委員会主催

　

２回（うち１回は群馬県との共催研修会で埼玉が主催）

　　　　

親和会との共催

　　　　

２回 （予定）

　

４ 不動産市況Ｄ工公表

　

２回

　

５

　

「一般的要因データ集」 の作成

　　　　

鑑定評価に使用する一般的要因データを取りまとめて、 会員に （年数回） 提

　　　

供する （平成２８年度からの継続作業）

　

６

　

士会だよりの発行

　

年４回

　

７ ホームページの運営

　

８

　

研究成果物（地価公示の精微化等に関する研究等）等の発行

【業務推進委員会】

　

１ データバンク事業の運営・改善

　　　　

国土交通省が連合会と共同で実施している不動産の取引価格情報提供制度の

　　　　

支援事業を中心とし、 その他独自事例の収集管理、 紙事例の保管管理等

　

２ 研修会の開催

　　　　

当協会会員である不動産鑑定士を対象とした研修会を開催

　

年１回を予定。

　

３

　

不動産鑑定評価業務の推進、 拡充、 契約、 相談等への対応

　　　　

県又は各市町村など関係各署への不動産鑑定評価業務の推進、不動産鑑定評

　　　　

価に係る相談、 拡充などを随時実施予定

　

４

　

埼玉友好士業協議会（暮らしと事業のよろず相談会等）

　　　　

他士業との意見交換、 友好等を目的とした協議会の運営 （年３回開催予定）

　　　　

「暮らしと事業のよろず相談会」 の開催 （例年１１月開催・年１回開催予定）

５

　

他土業との交流会開催に向けての準備活動
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弁護士会、 行政書士会等との勉強会の継続

　

６

　

法テラス、 スクラム相談所等支援事業

　　　　

法テラス・スクラム相談所等支援事業への参加 （年１～複数回予定）。

　　　　

参加団体の活動を協力支援

　

７

　

埼玉県社会福祉協議会への不動産鑑定評価等の支援

　

８

　

所有者不明土地・空き家対策への取り組み

【公的土地評価委員会】

　

１

　

受託事業

　　

①令和７年度地価調査

　　

②令和９基準年度固定資産税標準宅地価格の鑑定評価

　　

③令和６基準年度固定資産税標準宅地価格の時点修正

　

２ 調査研究及び研修

　　

①固定資産鑑定評価員会議及び研修会

　　　

・標準宅地の広域的価格バランスの検討

　　　

・農地、 山林、 雑種地及び堤外民地の広域的な価格検討

　　　

・大規模工場の広域的な価格検討

　　　

・ゴルフ場等の研究評価

　　　

・市町村 （資産税担当） 向けの研修会の開催及び各市町村からの要望に基づく

　　　　

講師の派遣

　　　

・会員等 （不動産鑑定士） 向けの研修会の開催

　　

②地価公示・地価調査結果からの総合的価格分析及びそれに基づく研修

　　

③固定資産評価に関連した路線価付設業務、建物評価業務についての資料収集

　　

④県内各域の再開発事業、区画整理事業に関する分野の資料収集

　　

④県内の公的土地評価に災害が起因したとみられる地域への影響調査

【住家被害認定調査支援特別委員会】

　

１

　

有事の際、被災市町村の住家被害認定調査等を行う会員の活動に協力・支援等

　　

する。

　

２

　

有事の際、連合会の依頼による他地域会での被災市町村の住家被害認定調査等

　　　

を行う会員の活動に協力・支援等する。

　

３

　

連合会、 他地方会等が開催する研修会のお知らせ等を行う。

　

４

　

住家被害認定調査等に係る研修会をＷ［ＥＢで開催する。

　

５

　

内閣府のＨＰにより、住家被害認定に利用する各種資料（基準、指針、調査票、

　　　

写真集、 手引き） の更新の確認をする。
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令和７年度主要事業計画表

年

　

月

　　

実

　

施

　

内

　

容 会

　　　　

場

４月

　

４日（金）有料相談会

　

９日 （水） 一般公開セミナー （研究広報）

　

９日（水）東松山市の無料相談会
１１日（金）坂戸市の無料相談会
１２日（土）春の無料相談会（県下２会場）
１８日（金）月例無料相談会
２５日（金）理事会
下

　

旬 ホームペ」ジ更新

士協会会議室
県民健康センター
東松山市役所
坂戸市役所
浦和・川越
士協会会議室
さいたま共済会館

５月

　

７日（水）監査

　

９日（金）理事会

　

９日（金）有料相談会

　

９日（金）坂戸市の無料相談会
１４日（水）東松山市の無料相談会
１６日（金）月例無料相談会
１９日（火）市町村研修会・評価員会議
下

　

旬 ホームページ更新

士協会会議室
士協会会議室
士協会会議室
坂戸市役所
東松山市役所
士協会会議室
県民健康センター

６月

　

６日（金）有料相談会

　

９日（月）通常総会

　

９日（月）理事会
１１日（水）東松山市の無料相談会
１３日（金）坂戸市の無料相談会
２０日（金）月例無料相談会
２０日（金）理事会
下

　

旬 ホームペ」ジ更新
下

　

旬

　　　

士会だより発行
未

　

定

　　　

不動産鑑定士向け研修会（親和会共催）
未

　

定 埼玉友好士業幹事会

士協会会議室
浦和ワシントンホテル
浦和ワシントンホテル
東松山市役所
坂戸市役所
士協会会議室
さいたま共済会館

未定
未定

７月

　

２日（水）埼玉友好士業定例会

　

４日（金）有料相談会

　

９日（水）東松山市の無料相談会
１１日（金）坂戸市の無料相談会
１８日（金）月例無料相談会
１８日（金）理事会
下

　

旬 ホームページ更新
下

　

旬 不動産市況Ｄ工公表
未

　

定 友好士業幹事会

東天紅ＪＡＣＫ大宮
士協会会議室
東松山市役所
坂戸市役所
士協会会議室
さいたま共済会館

未定

８月
下

　

旬

　　　

ホームページ更新
未

　

定

　　　

さいたま市の無料相談会 未定

９月

５日（金）有料相談会
１０日（水）東松山市の無料相談会
１２日（金）坂戸市の無料相談会
１９日（金）月例無料相談会

士協会会議室
東松山市役所
坂戸市役所
士協会会議室
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１９日（金）理事会
下

　

旬

　　　

士会だより発行
下

　

旬

　　　

ホームページ更新

未

　

定 埼玉友好士業幹事会

綻

　

綻

１０月

　

３日（金）有料相談会

　

４日（土）秋の無料相談会（県下２会場）

　

８日（水）東松山市の無料相談会
１０日（金）坂戸市の無料相談会
１７日（金）月例無料相談会
１７日（金）理事会
２８日（火）評価員会議
下

　

旬 ホームページ更新
未

　

定

　　　

不動産鑑定士向け研修会（群馬県士協会共催）
未

　

定

　　　

不動産鑑定士向け研修会 （親和会共催）

士協会会議室
浦和・熊谷
東松山市役所
坂戸市役所
士協会会議室
未定
県民健康センター

未定
未定

１１月

　

１日（土）暮らしと事業のよろず相談会

　

７日（金）有料相談会
１２日（水）東松山市の無料相談会
１４日（金）坂戸市の無料相談会
２１日（金）月例無料相談会
２１日 （金） 理事会

下

　

旬 ホームページ更新
未

　

定

　　　

不動産鑑定士向け研修会 （研究広報）

浦和コルソ
士協会会議室
東松山市役所
坂戸市役所
士協会会議室
未定

未定

１２月

　

５日（金）有料相談会
１０日（水）東松山市の無料相談会
１２日（金）坂戸市の無料相談
１６日（火）全体幹事会議・専門部会議
１９日（金）月例無料相談会
下

　

旬 ホームページ更新
下

　

旬

　　　

士会だより発行
未

　

定 さいたま市の無料相談会

士協会会議室
東松山市役所
坂戸市役所
県民健康センター
士協会会議室

未定

令和８
年１月

１４日（水）東松山市の無料相談会
１６日（金）理事会
下

　

旬 ホームページ更新
下

　

旬 不動産市況Ｄ工公表

東松山市役所
未定

２月

　

６日（金）有料相談会
１３日（金）坂戸市の無料相談会
２０日（金）月例無料相談会
２０日（金）理事会
下

　

旬 ホームペ」ジ更新
未

　

定

　　　

不動産鑑定士向け研修会 （業務推進）
未

　

定 埼玉友好士業幹事会

士協会会議室
坂戸市役所
士協会会議室
未定

未定
未定

３月

６日（金）有料相談会
１１日（水）東松山市の無料相談会
１３日（金）坂戸市の無料相談会
１９日（木）月例無料相談会
１９日（木）理事会

士協会会議室
東松山市役所
坂戸市役所
士協会会議室
未定
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下

　

旬

　　　

士会だより発行
下

　

旬

　　　

ホームページ更新



報告
（２）令和７年度収支予算

収支予算書
令和‐７年４月１日から令和８年３月３１日まで

（単位：円）
科

　　　

目

　　　　　

公益目的事業

　　　

収益事業等 法人会計

　　　　

合

　　

計

　

経常増減の部

１．経常収益

特定資産運用収益

　

特定資産受取利息

入会金収益

会費収益

正 会員 受取 会費

事業収益
本

　　　　

鑑

　　　

定

　

受取受託料

　　

鑑定評価員受取負担金

時

　　

点

　　

修

　　

正

　

受取受託料

　　

鑑定評価員受取負担金

地

　　

価

　　

調

　　

査

丁

　

ー

　

タ

　

バ

　

ン

　

ク

相

　　　　

談

　　　

会

助

　　　　

成

　　　

金

親

　　　

和

　　　

会

受取寄付金

雑収益
受

　　

取

　　

利

　　

息

雑

　　　

収

　　　

益

経

　　

常

　　

収

　

益

　

計

２．経常費用

事

　

業

　

費

役

　　

員

　　

報

　　

酬

給

　　

与

　　

手

　　

当

退

　

職

　

給

　

付

　

費

　

用

法

　

定

　

福

　

利

　

費

福

　

利

　

厚

　

生

　

費

広

　

告

　

宣

　

伝

　

費

旅

　

費

　

交

　

通

　

費

通

　

信

　

運

　

搬

　

費

（

　　　　　

３００）（

　　　　　

１０）（

　　　　　

６９０）（

　　　　

１，０００）

　　　　

１，０００

（

　　　

４５０，０００）
（

　

１１，３６０，０００）

　

１１，３６０，０００

（

　

６２６，３３７，０００）

３００ １０ ６９０

（

　　　

１３５，０００）

（

　　

３，４０８，０００）

（

　　　　

４，５００）

（

　　　

１１３，６００）

（

　　　

３１０，５００）
（

　　

７，８３８，４００）

　　

７，８３８，４００３，４０８，０００ １１３，６００

（

　

６２６，２３７，０００）（

　　　

１００，０００）

（
Ｕ

　

（＝）

０）

ｎ
）

（＝Ｕ

４３４，８００，０００

２０，３２３，０００
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